
 

柏崎市軽 ・中等度 難聴者補 聴器購入 費助成事 業実施要 綱  

 (趣旨 )  

第１条  この要綱 は、身体障 害者福 祉 法（昭和 ２ ４年法 律 第 ２８３ 号。

以下「法 」という 。）第１５ 条に規定 す る身体障 害者手帳 の交付 対 象

とならな い軽・ 中 等度難聴 者の補 聴 器購入費 の一部 を 助成する こと

により、 軽・中 等 度難聴者 の社会 参 加を促す ととも に 、認知症 、う

つ病、ひ きこも り 等を予防 し、も っ て福祉の 増進を 図 るため、 必要

な事項を 定めるも のとする 。  

（助成対 象）  

第２条  この要綱 による助 成の対象 者（以下 「対象者 」という。）は 、

身体障害 者手帳 の 交付対象 となら な い者で 次 の各号 の いずれに も該

当する１ ８歳以上 の難聴者 とする。  

⑴  市内 に住所を 有する者  

⑵  両耳 の聴力 レ ベルが３ ０デシ ベ ル以上で 身体障 害 者手帳の 交付

の対象と ならな い 者。ただ し医師 が 難聴の状 態を勘 案 し、補聴器

の装用す る必要が あると認 めた場合 は、この 限りでは ない。  

⑶  補聴 器の装用 により、コミュ ニケ ーション 能力の向 上につい て、

一定の効 果が期待 できると 医師 が判 断する者  

２  前項 の規定に かかわら ず、第４ 条に規定 する申請 を行う日 の属す

る年度（ ４月か ら ６月まで にあっ て は前年度 ） にお け る対象者 又は

その属す る世帯 の 世帯員の 市民税 所 得割額が ４６万 円 以上の場 合は 、

助成の対 象外とす る。  

（助成額 ）  

第３条  補聴器購 入費の助 成額及び その上限 額は、次 の 表のと おりと

する。  

区分  助成額  助成上限 額  

生 活 保 護 世 帯 又 は 市 民

税 非 課 税 世 帯 に 属 す る

助成対象 者  

補聴器購 入費の額  ５０，００ ０ 円  

上記以外 の 助成対 象者  補 聴 器 購 入 費 の 額 に ２ 分 の １

を乗じて 得た額  

２５，００ ０ 円  

（備考） 区分のう ち市民税 非課税世 帯の判定 について は、第４ 条に  



 

規定する 申請を行 う 日の属 する年度 における 市民税課 税状況に より  

行うもの とする。  

２  補聴 器購入費 の対象と なる補聴 器は、原 則として 、装用効 果の高  

い側に片 側装用す るものと する。  

３  前項 の規定に かかわら ず、 生活 上等市長 が 必要と 認めた場 合は 、

両側に装 用 する 補 聴器を補 聴器購 入 費の対象 とでき る ものとす る。

この場合 におい て 、補聴器 購入費 の 助成額及 びその 上 限額は、 左右

それぞれ の耳に装 用する補 聴器につ いて算定 した額と する。  

４  補聴 器購入費 には、補 聴器に関 する附属 品の単体 での購入 費その  

他補聴器 の購入に 直接関係 しない経 費は含ま ないもの とする。  

５  第１ 項の助成 額に １円 未満の端 数がある ときは、 これを切 り捨て  

 るもの とする。  

（助成の 申請 ）  

第４条  補聴器購 入費の助 成を受け ようとす る者 （以 下「申請 者」と  

 いう。）は、補聴 器を購入 する前に、軽・中等度 難聴者補 聴器購入 費

助成申請 書 (別記 第 １号様式 )に次に 掲 げる書類 を添付 し て、市長に

提出しな ければな らない。  

⑴  法第 １５条第 １項の規 定により 都道府県 知事が定 める医師 が 作  

成して３ か月以内 の 軽・中等度難聴 者 補聴器購 入 費助成 意見書（ 別  

記第２号 様式）  

⑵  前号 の意見書 に基づき 補聴器販 売事業者 が作成し た補聴器 の見  

積書  

⑶  その 他市長が 必要と認 める書類  

２  再度 の補聴器 購入費の 助成に係 る前項に 規定する 申請は、 前回の

助成が決 定され た 日から起 算して ５ 年を経過 するま で の間は す るこ

とができ ない。 た だし、市 長が特 に 必要と認 める場 合 は、この 限り

でない。  

（助成の 決定 ）  

第５条  市長は、 前条第 １ 項の規定 により申 請書の提 出があっ たとき  

は、当該申 請書の 内 容を審査 し、助成 す ることを 決定した ときは 軽・ 

中等度難 聴者補 聴 器購入費 助成決 定 通知書 (別 記第３ 号 様式 )によ り、 

助成をし ないこと を決定し たときは 軽・中等 度 難聴者 補聴器購 入費  



 

助成却下 通知書 (別 記第４号 様式 )に よ り申請者 に通知す るものと す  

る。  

２  市長 は、前項 の規定に より助成 を決定し たときは 、軽・中 等度難

聴者補聴 器 購入費 助成券（ 別記 第 ５号 様式。以 下「 助成券 」という 。）

を申請者 に交付す る ものと する 。  

（補聴器 の購入 ）  

第６条  申請者は 、前条の 規定によ る助成の 決定の通 知を受け たとき  

は、速や かに助 成券 に記載さ れた補聴 器販売業 者に助成 券を提出 し、 

補聴器を 購入する ものとす る。  

（費用の 請求 ）  

第７条  補聴器を 申請者に 納入した 補聴器販 売業者は 、助成券 を添え

て当該補 聴器に係 る助成額 について 、市長へ 請求する ものとす る。  

２  市長 は前項に 規定する 請求があ ったとき は、その 内容を審 査し 第  

３条に規 定する助 成額を支 払うもの とする。  

 （決定 の取消し ）   

第８条  市長は、次 の各号の いずれか に該当す るときは、助成の決 定を  

 取り消 し、既に 助成した 額の全部 又 は一部 を返還さ せること ができ  

る。  

⑴  虚偽 又は不正 の行為に より補聴 器購入費 の助成を 受けたと き 。  

⑵  補聴 器を助成 目的に反 して使用 し、譲渡 し、貸与 し、又は 担保  

に供した とき 。  

⑶  その 他補聴器 購入費の 助成が不 適当と市 長が認め るとき 。  

（関係帳 簿）  

第９条  市長は、 助成の状 況を明確 にするた め、軽・ 中等度難 聴者補

聴器購入 費助成 台 帳（別記 第６号 様 式）を備 え、必 要 な事項を 記載

するもの とする。  

（その他 ）  

第１０条  この要 綱に定め るものの ほか、必 要な事項 は、市長 が別に   

 定める 。  

附  則  

この要綱 は、令和 ５年４月 １日から 施行する 。  

附  則  



 

この要綱 は、公布 の日から 施行する 。  


